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論文内容要旨
 わが国産業の国際競争力は,90年代初めまでは世界のトップであったが,90年代は低迷し,
 2005年の時点で21位となっている.これはコスト競争力を活かして競争優位を追求するとい
 うわが国産業がこれまで得意としたアプ箪一チに限界が来ているζとを意味する.
 このような状況の中,日本政府は「知的財産立国」を目指すことを表明し,基盤となる法律等の
 制度的インフラを整備しつつあるが,その制度を実際に動かすのは「人」である.したがって,そ
 の活動を支えるいわゆる知財関連人材の育成が重要となる.
 知的財産分野の研究は従来,法律学における研究が主でスキル測定を含む知財人材育成に関する
 学問的研究はほとんど見られない.企業における知財人材育成の現状も「経験と勘」に委ねられて
 おり,その客観性,公正性,中立性には疑問のあるものであづた,そのため,客観的性のあるスキ
 ノレ測定ツールが求められていた.
 そこで,本研究は,知的財産立国実現に向けた人材育成のために「経験と勘に頼らない客観的デ
 ー タに基づいた効率的な知財人材育成マネジメント」を行うことが必要不可欠であるヨという理念
 に立脚した,
 本研究はその最初の一歩として,知財人材育成のための「スキル測定ツール」を世界に先駆けて
 設計・開発してそみ有効性を検証し,さらにツールを応用した知的財産人材の定量的な現状把握を
 行うとともに,知財人材育成マネジメントヘの示唆を得たものである.
 本論文の構成は全5章からなる.
 第1章は序論である.本章では,研究の背景について述べるとともに,知財人材育成に関連する
 政府の動向,用語の定義,先行研究とその課題,企業における知財人材育成の現状と課題ジ本研究
 の理念と目的について論じている.
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 第2章では,スキル測定ツールの開発について論じている.2.1では,r経験と勘に頼らない客
 観的データに基づいた効率的な知財人材育成マネジメント」に資するツールとするために,(1)ス
 キルを定量的(段階的)に測定できること,(2)企業の業務において必要なスキル(実務能力)が
 測定できる内容であること,(3)個人の学習演標・動機付けとなり,自発的なスキル修得を促しう
 ること,(4)企業にとって利用価値があり,人材育成計画の際の現状把握や教育評価に利用できる
 ことを設計思想とすることを論じた.2.2では,基本設計について論じた.具体的には,まず,
 測定内容,測定レベル,測定方式を設計した.測定内容としては,①知的財産の法律および実務に
 関する基本的知識を保有し,自己の業務・生活の過程において知的財産に関する問題点を発見できる
 スキルと②ある特定の分野(特許,商標,著作権等)における法律および実務に関する総合的な知
 識を保有し,知的財産担当者として業務を円滑に遂行でき,かつ発見した問題を弁理士・弁護士と
 協働して対処できるスキルと設定した.また,測定レベルには4段階表現を採用し,測定方式には,
 テスト方式を採用するとともに,特に細目積み上げ方式を採用した.2,3では,詳細設計につい
 て測定項目の抽出,測定基準の設定,測定項目の加工等の仕様について論じた,まず,測定項目の
 抽出では,測定内容として設定した知的財産に関する法律知識や実務知識のうちいかなる項目を測
 定項目として設定するかについて,大手企業が過去に経験・遭遇した実際の知財の業務上の問題,
 すなわち実事例を集積,抽出し,それを測定項目として設定した.続いて,基準の設定に際してル
 ー プリック理論を採用した点を論じた,更に,基準が設定された測定項目を加工し,いわゆる問題
 形式にする際の加工方式として「事例体験型問題形式」を採用した,これは,実事例を基礎にした
 各項目の問題文が事例式となっており,その事例の中から問題を発見できるかどうか,あるいは問
 題があることを前提にその問題の解決ができるかどうかを試そうとする問題形式である,,2.4で
 は,実測を行った結果を報告した・最初の公開測定は2004年3月7目であり,第2回を同年6
 月6目,第3回を同年11月14日,第4回を2005年6月26霞,第5回を2005年11月
 6日に公開会場および団体受検会場においてツールを公開して測定を実際に行った.2.5では測
 定結果について,第3回(2級)の実施例を挙げて説明した.具体的には得点の理論上の最大値は
 60点であり,最小値は0点のところ,実測データの平均点は39・5点,中央値は41であった,
 また,測定結果を中小企業と大企業別に出した結果,中小企業の方の分散が大きく,平均も低いこ
 とが分かった.2級の合否結果としては,全体として,2級本級の合格率が44%であり,不合格
 率は29%であった.大企業が47%となっており,中小企業の39%よりも高い数値となってい
 る.また,不合格率も,大企業が25%となっているのに対して中小企業は35%と高い数値とな
 gていること等が分かった.
 第3章では,スキル測定ツールの有効性を検証した.3.1では,測定精度については,いわゆ
 るテスト類の測定精度の検証に用いられる妥当性,信頼性,標準性の分析を行った,妥当性のうち,
 内容的妥当性については,測定項目,測定基準,測定方法の3つの観点から客観的に検証した結果,
 本測定ツールが内容的妥当性を有していることが分かった.また,妥当性のうち,基準関連妥当性
 については,50社に対するアンケート調査を実施し,62%の企業が社内における業務上の能力
 評価との相関を肯定していることから,既存の基準と比較して,測定すべきものが測定されている
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 と判断でき,基準関連妥当性を有していることが分かった.次に信頼性については,クロンバック
 の傷係数を求め,それによって信頼性を検証し,α係数が発表されている国家公務員試験の平成1
 4年1種(0.420～0.860),同じく平成14年H種(0.374～0.824)と比較しても本ツールは信頼性
 があることが分かった.更に,複数回行われる測定においてどれだけ正確に被測定者の相対的な水
 準を表わすことができるか,という「標準性」については,本ツールでは「項目応答理論」と呼ば
 れる統計的理論に基づく方法を用い,毎回同じ項目(問題)とならないよう新しい項目を追加する
 と同時に,既に過去において測定され,能力値が既知の項目を意図的に複数入れている.これによ
 って各実施回の難易度の差異を比較可能にして標準性を確保している.また,3.2では,実用性
 (利用実績等)について検証した,ツールの個人利用は回を重ねる毎に増加しており,第1回の人
 数と比較するとこの1年半程度の間に3倍以上に増加している、また,累計であるが個人利用人数
 は1万人を超える13,444人となっている,また本ツールの団体利用は回を重ねる毎に増加し
 ており,第i回の人数と比較するとこの1年半程度の閲に9倍以上に増加している。また,累計で
 あるが団体受検を利用した人数は2,390人となっている,更に,3.3では,第三者評価とし
 て,日本弁理士会から高い評価を受け,正式な後援を受けており,内閣官房・知的財産戦略推進事
 務局長の荒井寿光氏から「知的財産人材の物差しとして利用可能である.」という評価を受けたこと
 実績があること等を論じた.
 第4章では,第3章で検証を行った知財スキル測定ツールの応用を行った.具体的には,4.1
 では知財人材の現状分析への応用として,アンケートデータを利用して集計・分析し,その分析結
 果から知財人材の出身学部系統についてデータで把握した,その結果,知的財産人材(特許系)の
 75%が他部門経験者であることを確認した.また,知的財産人材(特許系)の90%が理系出身者で
 あることが判明した.4.2では知財人材育成マネジメントヘの応用として,アンケートデータの
 みでなく,測定された客観的なスキルデータにも着目することで,知的財産人材の現状把握に留ま
 らず,以下の事項について,知財人材育成マネジメントヘの示唆を得ることを試みた.その結果以
 下のことが分かった,①「企業としては,国内出願スキルについては,いわゆるOJTを中心とする
 業務経験とOffJTといえる学習経験の双方を同程度に実施することが重要となり,いずれかに偏
 った育成方法を採用すべきではない」,②「企業としては,外国出願スキルについては,いわゆる
 OJTを中心とする業務経験と学習経験のうち,より学習経験の充実を図ることが重要となる,」,③
 「企業として,国内出願スキル習得のための方法(手段)としては弁理士試験の学習を推奨すべき
 でない」,④「企業として,外国出願スキル習得のための方法(手段)としては弁理士試験の学習を
 推奨すべきでない」,⑤「企業としては,国内出願スキルを習得させる人材育成を行う場合,自社に
 とって必要な技術知識を保有している人材に対して習得させるべきであり,出身学部系統に拘る必
 要はない」,⑥「企業としては,外国出願スキルを習得させる人材育成を行う場合,自社にとって必
 要な技術知識を保有している人材に対して習得させるべきである」,
翼
 第5章は本研究の成果を要約して総括するとともに,今後の課題,提言を述べた.
 5、1では,本研究成果の総括を述べた.具体的には,本研究の成果として知財人材育成のため
 の「スキル測定ツール」を世界に先駆けて設計・開発してその有効性を検証し,さらにツールを応
嚢
 788一
 セ無記燃1欄繰齪融繍礁㈱一騰燃一
 用した知的財産人材の定量的な現状把握を行うとともに,知財人材育成マネジメントヘの示唆を得
 た点を総括した.これにより,高い測定精度を持つ知財人材育成のためのスキル測定ツールを設計
 し,開発する一つの方法論を世に提供できた.これは更に測定精度の高い別のスキル測定ツールの
 設計・開発の契機あるいは設計・開発の際の参考データとなる.5.2では,今後の課題として,
 本スキル測定ツールの改良の方向性,各企業における知財人材育成マネジメントヘの効率化の検証,
 知財スキル標準との連動について説明した.5.3では,提言として,弁理士試験の試験内容の再
 検討,本測定ツールのベンチャー企業・中小企業における利用促進の必要性を述べた.
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( 論文審査結果の要旨
 わが国は「知的財産立国」`を目指すことを表明し、基盤となる法律等の制度的インフラを整備しつ
 つあるが、なかでもこれらを支える知財人材の育成がますます重要となってきている。しかしながら、
 企業等における知財人材育成方法には統一性がなく、その客観性、公正性、中立性に課題を抱えてい
 る。本論文は、こうした状況に鑑み、客観的データに基づいた効率的な知財人材育成マネジメント手
 法の確立を目指し、知財人材育成のための新規なスキル(実務能力)測定ツールを世界に先駆けて設
 計・開発してその有効性を検証し、さらにツールを応用した知財人材の定量的な現状把握を行うとと
 もに、知財人材育成マネジメントヘの示唆を得た成果をまとめたものであり、全文5章からなる。
 第1章は序論である。
 第2章では、スキル測定ツールの開発について論じている。設計思想として、①スキルを定量的、
 段階的に測定できること、②企業の業務において必要なスキルが測定できる内容であること、③個人
 の学習目標・動機付けとなり、自発的なスキル修得を促しうること、④企業にとって利用価値があり、
 人材育成計画ゐ際の現状把握や教育評価に利用できるこ、との4点を掲げ、これらを実現するための基
 本設計、詳細設計について明らかにしている。基本設計は、測定目的、測定内容、測定レベル、測定
 方式の順に示され、詳細設計は、測定項目の抽出、測定基準の設定、測定項目の加工等について示さ
 れている。次に、これらの設計に基づいてツールを完成させた後の実測方法について論じている。実
 測は、2004年から2005年の2年間にかけて行い、その結果から、大企業よりも中小企業の人
 材のスキルにぱらつきが大きく、また中小企業の人材のスキルレベルが平均より低いことなどをデー
 タによって明らかにしている。国連機関である世界知的所有権機構(WlPO)が本スキル測定ツー
 ルについて世界に類例がない試みであるとするところがら見ても、本ツールの開発は知財人材育成に
 とって極めて新規な成果である。
 第3章では、開発したスキル測定ツールの有効性を検証している。具体的には、測定精度を妥当性、
 信頼性の観点から定量的に検証している。その結果、妥当性、信頼性のあるツールであることを確認
 している。また、実用性を測定ツールの利稽実績によって示している。具体的には本スキル測定ツー
 ルは約2年の間に1万3千人以上に利用されている。また、本ツールを企業の知財人材育成に実際に
 活用している実例として多数の大手企業における利用実績とその評価結果を示している。さらに、本
 スキル測定ツールの開発が知財人材育成に資するという見地から内閣官房・知的財産戦略推進事務局
 から推奨を受けたことが述べられている。これらは極めて有益な成果である。
 第4章では、開発したスキル測定ツールの応用について論じている。まず本ツールによって得たデ
 ー タを分析し、知財人材の定量的データからいくつかの現状を明らかにしている。次に、本ツールに
 よって測定されたスキルデトタを共分散構造解析することによって知財人材育成をマネジメントす
 る上での多くの示唆を得たことを示している。具体的には、国内出願に関するスキルデータと0賀及
 びOffJTのデータ分析により、OJTとOffJTの双方を同程度に実施することが重要であり、いずれかに
 偏っ,た育成方法を採用すべきでないことを示している。また、国内出願に関するスキルと弁理士試験
 学習者のデータ分析から、現在の弁理士試験のための学習が国内出願スキルの修得へ結びつかないこ
 とを客観的データによって明らかにしている。さらに、法文系出身者と理工系出身者とで国内出願ス
 キルの修得に際して有利・不利がなく、特許関連のスキルでは法文系出身者に優位性がないことを示
 している。これらの客観的データに基づく知見は、企業の知財人材の採用あるいは教育プログラム構
 築の際の参考となるものであり、知的財産立国実現に向けた人材育成のために客観的データに基づい
 た効率的な知財人材育成マネジメントを実現する上で、有益な成果である。
 第5章は結論である。
 以上要するに本論文は、知財人材育成のためのスキル測定ツールを開発してその有効性を検証し、
 客観的データに基づいた効率的な知財人材育成マネジメント手法の基盤を構築したものであり、技術
 社会システム工学に寄与するところが少なくない。
 よって、本論文は博士(工学)の学位論文として合格と認める。
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